
 

 

令和５年度 

第１回恵那市介護保険運営協議会 

 
日時 令和５年７月 19日（水）午後１時 30分 

場所 恵那市役所 会議棟 大会議室 

 

１．開会 

 

２．委嘱 

 

３．あいさつ 

 

４．会長、副会長の選出 

 

５．議事 

 

（１）介護保険事業、地域支援事業、高齢者等生活支援事業の実施状況について 

［報告事項］ 

    資料１：P.３～19 

 

（２）第８期介護保険事業計画の取組と目標に関する評価について［報告事項］ 

    資料２：P.20 

 

６．その他 

 

７．閉会 
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区分 no 選出団体等 氏　　名 備　　　考

1 恵那市壮健クラブ連合会 山田　忠

2 恵那市シルバー人材センター 大木　八重子

3 公募 鈴木　裕子

4 公募 上野　たき子

5 恵那市社会福祉協議会 松原　淑明

6 恵中医会 長谷川　核三

7 恵南医会 前野　禎

8 恵那歯科医師会 篠原　勝彦

9 民生委員・児童委員協議会 鈴村　弘二

10 未来設計おひさま 西尾　由香

11 藤の里「結い」小規模多機能ホーム 山本　徳二

12 中部デイサービスみさと 野田　充

13 特別養護老人ホーム明日香苑 島崎　太郎

14 介護老人保健施設ひまわり 水野　修宏

15 グループホームいわむらの憩 勝　由美子

16 恵那市シルバー人材センター 鈴木　隆文

17 みさと愛の会 坪井　弥榮子

18 恵那市障がい者団体連絡協議会 三宅　弘文

19 医療福祉部長 鷹見　健司

20 　　〃　　次長兼福祉事務所長 古山　小百合

21 高齢福祉課長 樋田　正志

22 地域包括支援センター所長 早川　みどり

23 高齢福祉課課長補佐兼介護保険係長 鈴村　衛功

24 　　〃　　高齢福祉係長 宮川　慎二

25 　　〃　　介護保険係担当係長 山田　耕司

恵那市介護保険運営協議会、地域密着型サービス運営委員会、介護保険事業計画策定委員会
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［任期　令和5年7月19日～令和7年3月31日］

（敬称略、順不同）
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（１） 介護保険事業の実施状況について  

① 被保険者数等 

◇ 令和 5 年 3 月末現在の第 1 号被保険者数は 16,973 人となっており、高齢化率（65 歳以上の

比率）は、恵那市全人口に対して 35.91%となっています。 

◇ 高齢者の前年同月比を見ると、65 歳から 75 歳未満の前期高齢者は-5.15%（-414 人）、75 歳

以上の後期高齢者は+2.96%（+269 人）となっています。 

◇ 高齢者人口に対する要介護認定者の比率（認定率）は、令和 5 年 3 月末現在で 17.05%とな

り、前年同月の認定率が 17.43%であることから、0.38 ポイントの減となっています。また、75

歳以上の認定率は 28.50%に対して、前年同月の認定率が 29.92%と 1.42 ポイント減少していま

す。 

 

（恵那市:令和 5年 3月末現在、全国・岐阜県：令和 5年 2月末現在） 

区             分 人数 割合 認定者数 認定率 
前年同月比 

（人数） 

住民基本台帳における総人口 47,260 人  
-1.50% 

（47,982 人） 

第 1号被保険者（65 歳以上） 16,973 人 35.91% 2,894 人 17.05% 
-0.85% 

（17,118 人） 

 

 

前期高齢者 

（65 歳以上 75 歳未満） 
7,625 人 16.13% 229 人 3.00% 

-5.15% 

（8,039 人） 

後期高齢者 

（75 歳以上） 
9,348 人 19.78% 2,665 人 28.50% 

+2.96% 

（9,079 人） 

第 2号被保険者（40 歳以上 65 歳未満） 15,139 人 32.03% 44 人 0.29% 
-1.08% 

（15,305 人） 

全国  （第 1号被保険者） 35,837,202 人 - 6,925,987 人 19.33% 
-0.16% 

(35,894,422 人)

岐阜県 （第 1号被保険者） 604,309 人 - 106,973 人 17.70% 
-0.32% 

(606,233 人) 

 

② 要介護認定者数の全国比較 

◇ 要介護度別認定者数の構成比は、要介護 1 の比率が 24.1%と最も高くなっています。 

◇ 全国平均と比較すると、恵那市は重度化傾向にあり、要支援 2以下では全国の平均値を下回

り、要介護 1 以上では全て全国平均を上回っています。 

（恵那市：令和5年3月末現在、全国：令和5年2月末現在）
要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合計

認定者数 246 211 709 612 445 446 269 2,938
恵那市 8.4% 7.2% 24.1% 20.8% 15.1% 15.2% 9.2% 100.0%
全国 14.2% 13.9% 20.9% 16.7% 13.2% 12.7% 8.4% 100.0%
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資料１ 
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③ 要介護認定申請状況 

◇ 令和 4 年度の申請件数は延べ 2,789 件で月平均 232 件（前年 246 件）、前年比 5.5 ポイント

減となりました。これは更新申請のタイミングが主な原因となっており、状態の安定状況に応

じて個々の認定有効期間が１～4 年間となるため、各年度の更新申請件数にも影響するためで

す。 

申請の区分  新規：介護認定の新規申請  更新：認定有効期間が切れることによる申請 

       変更：要介護認定を受けた方が、認定有効期間中に区分変更を行うための申請 

       介護：要支援認定を受けた方が、認定有効期間中に区分変更を行うための申請 

 

④ 地区別認定者数 

◇ 令和 5年 3月末現在の地区別認定者数を見ると、要介護認定者の上位は大井町、長島町、岩

村町となっています。また、要支援認定者の上位は大井町、明智町、長島町となっています。 
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（注）特別養護老人ホーム入居者及び市外在住者を除く。 

（平成25年度～令和4年度） 単位：件

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 前年比

新規 654 712 650 624 725 646 676 716 654 711 8.7%

更新 2,319 2,329 2,436 2,371 1,564 1,403 1,467 1,195 1,872 1,634 -12.7%

変更 178 199 243 231 235 297 311 337 325 333 2.5%

介護 82 98 98 88 116 116 116 113 99 111 12.1%

合計 3,233 3,338 3,427 3,314 2,640 2,462 2,570 2,361 2,950 2,789 -5.5%

↑介護保険システムから
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年度別申請件数の推移
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⑤ 介護サービスの利用状況（※） 

◇ 令和 5年 3月における介護サービス利用者数は 3,193 人で、そのうち居宅介護サービス利用

者が 62.6%を占めています。 

◇ 施設サービスでは要介護 4 の利用者が 211 人と最も多く、居宅サービスでは要介護 1の利用

者が 558 人と最も多くなっています。 

◇ 介護サービス費用額の全体の 44.7%を居宅サービスが占めていますが、一人当たりの額では、

施設サービス費用が最も高くなっています。（施設：約 271 千円、居宅：約 103 千円、地域密着

型：約 168 千円） 

介護サービス利用者数 （令和5年3月分　単位：人）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合計 割合

施設 0 0 39 51 112 211 120 533 16.7%

居宅 129 140 558 487 311 229 144 1,998 62.6%

地域密着型 2 5 207 191 131 84 42 662 20.7%

合計 131 145 804 729 554 524 306 3,193

介護サービス費用額 （令和5年3月分　単位：千円）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合計 割合

施設 0 0 9,455 12,841 29,297 59,172 33,782 144,547 31.3%

居宅 2,685 4,339 38,420 46,725 44,239 40,713 28,987 206,108 44.7%

地域密着型 114 622 22,318 27,846 28,138 20,285 11,593 110,916 24.0%

合計 2,799 4,961 70,193 87,412 101,674 120,170 74,362 461,571
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⑥ 居宅サービス・地域密着型サービスの利用状況（※） 

◇ 居宅サービス・地域密着型サービスの利用構成比を見ると、上位は福祉用具貸与、通所介護

（デイサービス）、訪問看護となっています。 

◇ 費用額全体に占める割合は、上位は通所介護（デイサービス）、グループホーム、訪問介護

（ヘルパー）となっています。 
 

←地域密着型サービス （令和5年3月分）

利用者数(延べ) 利用率(％) 費用額(千円) 費用割合(％)
訪問介護（ヘルパー） 462 10.3% 40,429 14.7%
訪問入浴 67 1.5% 5,131 1.9%
訪問看護 509 11.3% 20,480 7.4%
訪問リハビリテーション 59 1.3% 2,583 0.9%
居宅療養 459 10.2% 4,211 1.5%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 2 0.0% 286 0.1%
通所介護（デイサービス） 566 12.6% 49,221 17.9%
通所介護（地域密着型デイサービス） 254 5.7% 21,790 7.9%
認知症デイサービス 116 2.6% 13,030 4.7%
通所リハ(デイケア） 228 5.1% 11,043 4.0%
小規模多機能型居宅介護 95 2.1% 20,059 7.3%
短期入所生活介護（ショートステイ） 177 3.9% 16,780 6.1%
短期入所療養介護 27 0.6% 2,197 0.8%
グループホーム 152 3.4% 39,030 14.2%
特定施設 57 1.3% 11,467 4.2%
福祉用具貸与 1,265 28.1% 17,796 6.5%
福祉用具購入 0 0.0% 0 0.0%
住宅改修 0 0.0% 0 0.0%
合計 4,495 275,533

入居系

入所系

訪問系
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他
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⑦ 施設サービスの利用状況（※） 

◇ 施設サービス利用者全体の推移を見ると、平成 27 年度以降は 500 人代後半となっていまし

たが、令和 4 年度以降減少傾向にあります。介護老人保健施設が微減傾向にあります。 

◇ 令和 4年 4月サービス利用（提供）分施設利用者を見ると、介護老人福祉施設が 326 人とな

り、全体の約 6割を占めています。 

 

施設利用者数 （各年度4月サービス利用（提供）分　単位：人）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

介護老人福祉施設 297 298 301 310 314 326 327 341 342 326

介護老人保健施設 270 276 267 240 242 225 217 249 225 210

介護療養型医療施設 6 4 6 8 4 5 6 1 2 1

合計 535 578 574 558 560 560 556 591 569 537

297 298 301 310 314 326 327 341 342 326

270 276 267 240 242 225 217
249 225 210

6 4 6 8 4 5 6
1 2
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介護療養型医療施設
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（※）各介護サービス等の利用状況について 

 

「⑤介護サービスの利用状況」「⑥居宅サービス・地域密着型サービスの利用状況」「⑦

施設サービスの利用状況」の利用人数・費用額等は、『恵那市の介護保険』の利用実績で

あり、施設等所在地の市内外問わず恵那市の被保険者が利用したサービスとなります。

 

また、他自治体の被保険者が恵那市内の施設を利用することもあるため、『⑤～⑦の各

利用実績＝市内の介護施設の受け入れ実績』とはなりませんのでご留意ください。 
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⑧　指定介護予防支援事業について

介護予防サービス計画作成件数

新規 0 0 0 0 0 0 0

継続 69 36 22 23 27 28 25

計 69 36 22 23 27 28 25

新規 6 8 5 5 4 3 9

継続 188 234 268 260 266 255 250

計 194 242 273 265 270 258 259

新規 6 8 5 5 4 3 9

継続 257 270 290 283 293 283 275

計 263 278 295 288 297 286 284

重症化
（要介護）

維持
（変化なし） 軽症化 合計

人数 72 120 16 208

割合 34.6% 57.7% 7.7% －

　要介護認定において、要支援１・要支援２の判定結果の方について、介護予防ケアマネジメントを行
い介護予防サービス計画の作成を行います。介護予防サービス計画（ケアプラン）の作成は、地域包括
支援センターの職員および指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員（ケアマネジャー）への委託によ
り行っています。介護予防ケアマネジメントについては、高齢者が心身機能の改善や環境調整などを通
じ、生活行為等が向上し、それにより一人ひとりの生きがいや自己実現ができる様、支援をすることを
目標としています。

R4年度
（3月分）

地域包括支援センター職員作成分

指定介護予防支援事業所委託分

合計

要支援認定者の更新後の介護度の変化（R4年度）

R3年度
（3月分）区 分
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R2年度
（3月分）
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⑨　介護保険給付決定状況

サービス月 R4.3 R4.4 R4.5 R4.6 R4.7 R4.8 R4.9

審査月 4月審査 5月審査 6月審査 7月審査 8月審査 9月審査 10月審査

決定月
4月支給決定

（償還分）
5月支給決定

（償還分）
6月支給決定

（償還分）
7月支給決定

（償還分）
8月支給決定

（償還分）
9月支給決定

（償還分）
10月支給決定

（償還分）

居宅介護サービス給付費 163,170,947 162,847,956 164,495,757 160,237,836 157,258,110 157,425,313 156,990,977

特例居宅介護サービス給付費 4,235,126 1,599,782 4,492,891 7,312,774 5,108,701 4,414,014 4,314,777

地域密着介護サービス給付費 102,756,252 101,125,130 101,477,722 95,909,437 99,893,807 107,287,133 102,408,422

施設介護サービス給付費 152,397,724 147,527,248 150,892,642 147,783,486 152,745,719 150,853,476 145,881,893

居宅介護サービス計画給付費 23,917,008 23,831,211 23,315,181 23,736,814 23,546,444 23,714,403 23,142,607

介護予防サービス給付費 5,282,914 4,999,116 5,242,984 5,430,814 5,053,186 5,295,289 5,544,367

地域密着予防サービス給付費 664,164 885,348 693,342 897,444 794,121 871,281 941,310

予防サービス計画給付費 1,242,780 1,253,400 1,270,920 1,273,880 1,310,620 1,210,500 1,282,680

福祉用具購入費 168,943 421,881 495,166 350,512 661,753 347,242 276,249

住宅改修費 416,232 1,120,430 507,865 1,270,304 730,073 570,642 1,147,960

介護給付費 小計 454,252,090 445,611,502 452,884,470 444,203,301 447,102,534 451,989,293 441,931,242

特定入所者介護サービス費 小計 9,680,423 9,528,109 9,765,539 9,670,984 10,088,855 9,833,563 9,273,741

審査支払手数料 小計 498,564 500,544 494,736 505,098 495,726 498,300 495,462

高額・合算介護サービス費 小計 183,917 6,890,281 9,921,625 19,900,482 12,323,483 9,343,873 9,654,971

給付費等総額 464,614,994 462,530,436 473,066,370 474,279,865 470,010,598 471,665,029 461,355,416

サービス月 R4.10 R4.11 R4.12 R5.1 R5.2

審査月 11月審査 12月審査 1月審査 2月審査 3月審査

決定月
11月支給決定

（償還分）
12月支給決定

（償還分）
1月支給決定

（償還分）
2月支給決定

（償還分）
3月支給決定

（償還分）

居宅介護サービス給付費 162,275,289 160,972,948 155,193,791 149,512,835 152,229,850 1,902,611,609 1,965,622,012 -3.21%

特例居宅介護サービス給付費 4,789,576 4,144,095 3,463,231 3,671,117 4,239,004 51,785,088 55,898,567 -7.36%

地域密着介護サービス給付費 104,126,770 103,781,978 109,828,346 100,826,292 98,415,834 1,227,837,123 1,174,534,618 4.54%

施設介護サービス給付費 146,911,350 141,200,372 147,259,758 142,820,016 129,700,731 1,755,974,415 1,795,696,733 -2.21%

居宅介護サービス計画給付費 23,364,213 23,638,913 22,807,975 22,424,442 23,592,479 281,031,690 280,789,948 0.09%

介護予防サービス給付費 5,493,998 5,293,872 5,151,238 4,915,534 5,163,028 62,866,340 67,890,177 -7.40%

地域密着予防サービス給付費 767,808 731,529 682,878 650,612 668,792 9,248,629 9,595,620 -3.62%

予防サービス計画給付費 1,244,400 1,234,500 1,227,120 1,166,700 1,177,810 14,895,310 15,958,680 -6.66%

福祉用具購入費 884,381 717,559 433,542 0 1,118,087 5,875,315 7,692,493 -23.6%

住宅改修費 1,102,129 698,931 1,675,688 714,714 1,827,465 11,782,433 14,499,333 -18.7%

介護給付費 小計 450,959,914 442,414,697 447,723,567 426,702,262 418,133,080 5,323,907,952 5,332,279,614 -0.2%

特定入所者介護サービス費 小計 9,674,349 9,398,758 9,892,775 9,326,697 8,429,501 114,563,294 139,025,024 -17.6%

審査支払手数料 小計 498,960 499,752 491,766 480,612 490,908 5,950,428 5,972,802 -0.4%

高額・合算介護サービス費 小計 9,743,689 9,002,479 9,265,997 8,571,640 16,957,762 121,760,199 123,314,699 -1.3%

給付費等総額 470,876,912 461,315,686 467,374,105 445,081,211 444,011,251 5,566,181,873 5,600,592,139 -0.6%

サービス種類

サービス種類 令和4年度
合    計

参考
令和3年度

合    計
前年比

4/3
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⑩　令和4年度　介護保険事業特別会計　事業勘定決算(見込額）

（歳入） （単位：千円）

予算額 決算見込額 比較 備考

介護保険料 1,205,175 1,217,722 101.0% 第1号被保険者(65歳以上)が負担する保険料

特別徴収保険料現年分 1,130,324 1,141,330 101.0% 社会保険庁等が年金から天引きする分

普通徴収保険料現年分 70,609 73,759 104.5% 納付書又は口座振替により直接徴収する分

普通徴収保険料滞繰分 4,242 2,633 62.1% 過年度滞納分保険料

使用料及び手数料 125 82 65.5%

保険料督促手数料 （ｱ） 125 82 65.5% 滞納分保険料督促手数料

国庫負担金 1,074,982 1,075,209 100.0%

介護給付費負担金 1,074,982 1,075,209 100.0% 差引給付費×(在宅他20%＋施設15%)翌年度精算含む

国庫補助金 420,242 458,225 109.0%

調整交付金 330,701 372,377 112.6% 介護給付費(1月から12月分)×6.41%×調整率

37,712 36,235 96.1% (⑩-(ｻ))×20%　翌年度精算含む

包括的支援事業等交付金 29,813 27,598 92.6% (⑪+⑫+⑬-(ｺ))×38.5%　翌年度精算含む

包括的支援事業等交付金（過年度分） 0 0 -

介護保険事業費補助金 Ⓐ 1 0 0.0% システム改修分

保険料機能強化推進交付金 11,058 11,058 100.0%

保険者努力支援交付金 10,957 10,957 100.0%

災害等臨時特例補助金 0 0 -

支払基金交付金 1,615,898 1,541,210 95.4% 40歳～64歳までの保険料

介護給付費交付金 1,574,035 1,506,493 95.7% 差引給付費×27%　翌年度精算含む

過年度分介護給付費交付金 0 0 - 過年度精算分基金交付金

地域支援事業支援交付金 40,729 33,582 82.5% (⑩-(ｻ))×27%　翌年度精算含む

地域支援事業支援交付金（過年度分） 1,134 1,135 100.1% 過年度精算分基金交付金

県負担金 827,821 848,317 102.5%

介護給付費負担金 827,821 848,317 102.5% 差引給付費×(在宅他12.5%＋施設17.5%)　翌年度精算含む

県補助金 33,762 30,326 89.8%

18,855 16,527 87.7% (⑩-(ｻ))×12.5%　翌年度精算含む

包括的支援事業等交付金 14,907 13,799 92.6% (⑪+⑫+⑬-(ｺ)×19.25%　翌年度精算含む

0 0 -

包括的支援事業等交付金（過年度分） 0 0 -

財政安定化基金支出金 0 0 -

財政安定化基金交付金 0 0 -

介護予防サービス計画費 16,399 15,082 92.0%

介護予防サービス計画費 Ⓑ 16,399 15,082 92.0%

財産運用収入(預金利子） 1,771 1,771 100.0%

介護保険給付基金利子 1,771 1,771 100.0%

一般会計繰入金 909,109 861,958 94.8%

介護給付費繰入金 728,720 695,840 95.5% 差引給付費×12.5％

介護認定事務費繰入金 56,976 51,399 90.2% ③-(ｷ)

事務費繰入金 46,164 42,759 92.6% ①+②+④-(ｱ)-(ｲ)-(ｳ)-(ｴ)-(ｸ)-Ⓐ

地域支援事業繰入金(総合事業) 18,855 17,862 94.7% (⑩-(ｻ))×12.5％

地域支援事業繰入金(指定介護予防) 9,397 9,354 99.5% ⑭-Ⓑ

地域支援事業繰入金(包括・任意) 14,907 13,500 90.6% (⑪+⑫+⑬－(ｺ))×19.25％

低所得者保険料軽減繰入金 34,090 31,244 91.7% 低所得者保険料軽減繰入金

繰越金 143,249 143,249 100.0%

繰越金 143,249 143,249 100.0%

延滞金・加算金 3 31 1026.7%

第１号被保険者延滞金 （ｲ） 1 31 3080.0%

第１号被保険者加算金 （ｳ） 1 0 0.0%

過料 （ｴ） 1 0 0.0%

雑入 3,482 4,340 124.6%

第三者納付金 (ｵ) 1 0 0.0% 第三者行為納付金

返納金 (ｶ) 1 0 0.0% 不正請求の返納金

雑入（広域剰余金+認定委託料+損害賠償） (ｷ) 3,101 3,361 108.4% 認定調査業務収入

〃（事務費分（損害賠償等）） (ｸ) 0 15 - 自動車損害共済災害共済金

〃（介護給付費分（返還金）） (ｹ) 0 0 - 過誤による返還金

〃（包括・任意事業分（生活支援等）） (ｺ) 0 20 - 生活支援事業収入(包括事業・自動車損害保険)

〃（その他） 0 600 - 保険料未還付分等

総合事業利用者負担金 (ｻ) 379 344 90.6% 総合事業収入

基金繰入金 0 0 -

介護給付費基金繰入金 0 0 -

合計 6,252,018 6,197,522 99.1%

介護予防・日常生活支援総合事業交付金(過年度分）

歳  入  科  目

介護予防・日常生活支援総合事業交付金

介護予防・日常生活支援総合事業交付金
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（歳出） （単位：千円）

予算額 決算見込額 比較 備考

一般管理費 ① 40,280 37,970 94.3% 介護保険事業全般の事務経費、人件費等

賦課徴収費 ② 5,237 4,373 83.5% 介護保険料の賦課・徴収に係る経費

介護認定事業 ③ 60,023 54,760 91.2% 認定(認定調査・主治医意見書)に係る経費

趣旨普及費 ④ 776 544 70.1% パンフレット作成経費

介護サービス等諸費 ⑤ 5,465,330 5,233,048 95.7% 要介護認定者が利用する対象サービス費

介護予防サービス等諸費 ⑥ 102,000 91,400 89.6% 要支援認定者が利用する対象サービス費

審査支払手数料 ⑦ 6,140 5,950 96.9% 給付費審査支払業務委託手数料(国保連)

高額介護サービス費 ⑧ 112,350 105,032 93.5% 1ヶ月の利用者負担が一定額を超えた場合に適用

高額医療合算介護サービス費 ⑧ 18,690 16,729 89.5% 年間の医療と介護利用者負担が一定額を超えた場合に適用

特定入所者介護サービス費 ⑨ 125,250 114,563 91.5% 低所得者における施設入所等に係る食費、居住費の補足給付

介護予防・日常生活支援総合事業費 ⑩ 151,232 143,236 94.7% 介護予防・生活支援サービス

地域包括支援センター ⑪ 61,662 58,888 95.5% 地域包括支援センター運営費

包括的支援事業 ⑫ 2,386 1,436 60.2% 在宅医療・介護連携、認知症施策等の推進

任意事業 ⑬ 13,444 9,827 73.1% 家族介護支援事業等

指定介護予防支援事業 ⑭ 25,796 24,436 94.7% 総合事業

基金積立金 34,644 34,644 100.0% 介護給付基金積立金等

保険料還付金 966 818 84.7% 第1号被保険者の移動等に伴う還付金

保険料還付加算金 1 0 0.0% 第1号被保険者の保険料還付の加算金

償還金 8,811 8,809 100.0% 介護給付費の返還金

予備費 17,000 0 0.0% 安定運営に向けた予備費(介護給付費の約0.4%)

合計 6,252,018 5,946,462 95.1%

収支 251,060 千円 歳入－歳出

令和4年度精算額 103,981千円

　未還付保険料 600千円

　翌年度精算（返還）交付金等 103,381千円

介護給付基金の活用状況

371,071千円

（前年度末残高336,427千円　積立34,644千円  取崩0千円）

 

　令和5年3月末残高

　介護保険料未還付分

　国庫負担金等の精算

歳　出　科　目
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（２） 地域支援事業の実施状況について 

① 介護予防・日常生活支援総合事業 

要支援者等の多様な生活支援のニーズに対応するため、介護予防訪問介護・通所介護のサービス

に加え、住民主体の支援等も含め、多様なサービスを総合事業の対象としています。 

 

○介護予防・生活支援サービス事業 

１．訪問型サービス                              （単位：件） 

 種  別 内  容 事業運営主体 実績数

① 訪問介護 

訪問介護員による 

身体介護 

生活援助 

厚生労働省基準 

介護保険事業所 
1,046

② 
訪問型サービス A 

（緩和した基準） 

生活援助 

 掃除、買い物、外出支援、調理、

 選択、傾聴 等 

地域組織（法人） 2,151

２．通所型サービス                            （単位：件） 

 種  別 内  容 事業運営主体 実績数

① 通所介護 

生活機能の向上のための機能訓練 

レクリエーション 

入浴、食事  等 

厚生労働省基準 

介護保険事業所 
2,374

② 
通所型サービス A 

（緩和した基準） 

生活機能向上のための運動 

ミニデイ、レクリエーション 等 
介護保険事業所 2,375

③ 
通所型サービス B 

（住民主体による活動） 

ミニデイ 

運動、レクリエーション 等 
地域組織（法人） 2,777

３．その他の生活支援サービス                       （単位：件） 

 種  別 内  容 事業運営主体 実績数

① お元気食事サービス事業 
安否確認（栄養改善）を目的とした

配食 
民間事業者 1,572

 

○一般介護予防事業 

１．介護予防把握事業                             （単位：人） 

事  業 内  容  実施数 

① 
チェックリスト把

握事業 

何らかの支援を要する者の把握方法として、地域の民生

委員等と地域活動予防活動支援事業等の支援者からの情

報収集を行い、基本チェックリストを実施。 

142

② 
ＭＣＩ対象者把握

事業  

認知症の前駆段階とされる軽度認知障害（MCI）のスクリ

ーニングテストを実施。 

9

該当者 2
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２.介護予防普及啓発事業                          （単位：人） 

事  業 内  容 実施数 

① 脳の健康教室 

「読み書き」「計算」などの学習を、教室サポーターと呼

ばれる方々とコミュニケーションを取りながらの学習療

法を 5 ヶ月実施。 

6

延べ 71

② 集いの場への支援 

壮健クラブやサロン活動など、地域の高齢者の集いの場

を対象として、介護予防講師派遣及び看護師による健康

相談・健康教室を実施。 

 

延べ 1,906

③ 健康体操教室 
スポーツ施設等に委託し、3 ヶ月から 6 ヶ月を期間とした

短期集中型の体操教室を実施。 
延べ 1,190

④ 
高齢者運転応援事

業 

恵那警察署と連携して認知機能、身体機能等の低下を防

ぐための健康講話、運転能力に関する健康チェック等を

実施。 

延べ 88

⑤ 回想法事業 

地域における認知症予防・介護予防として出前講座や回

想法センターでのおもいでカフェ・思い出話の会を開催

し、回想法の手法を用いた講義や体験を実施。 

166

⑥ 
はつらつサポータ

ー活動支援  

自主的に集いの場を開催しているはつらつサポーターを

対象とした交流会等を実施。（開催数 4 回） 
延べ 42

３．地域介護予防活動支援事業                        （単位：人） 

事  業 内  容 実施数 

① 
はつらつサポータ

ー養成講座  

介護予防の基礎知識を学び、自ら地域の介護予防活動を

行うサポーターを養成した。（サポーター合計 242 人） 
7

４．地域リハビリテーション活動支援事業                    （単位：人） 

事  業 内  容 実施数 

① 
はつらつリーダー

養成講座 

岐阜県理学療法士協会に委託し 10 回の講習で理学療法の

知識と技術を習得し、はつらつサポーター活動支援を行

い、はつらつリーダーを養成した。 

4
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② 地域包括支援センターの運営 

地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援するための地域包括支援センターの

運営事業 

事業 内容 実施数 

総合相談支援業務 

地域から収集した情報（民生委員からの情報等）の活

用により、閉じこもり等の何らかの支援を要する者を

把握し、必要に応じて基本チェックリストを活用し地

域介護予防活動支援事業等へ繋ぐ、また各種制度を紹

介するなど適切な支援を実施。相談は恵那・恵南地域

包括支援センターで実施し相談件数の増加に繋が

った。笠周地域の巡回相談は、次年度よりいつ

でも相談できる随時相談に切り替える。 

3,753 件

実 1,900 名

権利擁護業務 

高齢者虐待や消費者被害などの相談に対し、介護保険事

業所や専門機関と協力し、迅速に高齢者を権利侵害から

守ります。又、虐待問題や消費者被害の防止啓発に向け

た取組みを実施。 

虐待通報 13 件

うち虐待対応

3 件

ケアマネジメント支援 
地域のケアマネジャーへの支援として、個別ケースの相

談に応じるとともに定期的な研修や勉強会を開催。 

連絡会 11 回

424 名

 

③ 包括的支援事業 

在宅介護連携事業・認知症施策推進事業・生活支援体制整備事業推進に向けて取り組んでいます。 

 ○在宅医療・介護連携の推進  

事業名 取組み内容 

①地域の医療・介護の資源の把握 

医療機関、歯科診療所、薬局の一覧表を作成し市のホーム

ページへ掲載。また市介護サービス事業所等の情報につ

いて把握するため調査を実施。（ホームページ掲載予定）

②在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応

策の検討 

在宅医療・介護連携推進会議を２回開催。 

課題に対する取組み内容について検討するため、様々な

職種で構成された委員で構成された「ワーキンググルー

プ会議」を３回開催。 

③切れ目のない在宅医療と在宅介護の提

供体制の構築 

訪問介護の時間帯別のサービス意向調査内容についてワ

ーキンググループにて検討し、在宅介護認定者を対象に

第９期介護保険計画アンケートを実施。 

④医療・介護関係者の情報共有の支援 

ケアマネ連絡会にて ACP 研修を開催し 88 人が参加。 

総合事業対象者の介護保険証発行時に「つながるカード」

を配布。 
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事業名 取組み内容 

⑤医療・介護連携に関する相談支援 

在宅医療・介護連携相談窓口を地域包括支援センターと

恵那市歯科医師会に設置し、在宅医療・介護連携推進コー

ディネーターを地域包括支援センターに配置し相談支援

実施（相談件数 497 件） 

⑥医療・介護関係者の研修 

医療・介護関係者の連携を深めるための多職種連携研修

会「介護現場での口腔ケアについて」をリモートで開催し

た。歯科医師・ケアマネ・介護職員等 58 名が参加。 

⑦地域住民への普及啓発 
つながるカードの周知を目的に出前講座として「自分ら

しく生きる」準備できていますか、を開催し 43 名が参加。

 

 ○認知症施策の推進                              （単位：人） 

事業 内容 実施数 

若年認知症の人と家族

の支援 

若年認知症患者と家族への相談を認知症地域支援推

進員が訪問等で継続的な支援を実施 

継続的な支援 

対象者 3 人

認知症カフェの開催 

不安や悩み事の相談、居場所づくりのためのカフェ

を開催。地域に開かれたカフェを目指すため、医療・

福祉事業所、民間企業との多職種連携事業として実

施。コロナ禍中は「えな RUN 伴 PLUS」より寄付して

いただいたパーテーションを使用し開催している 

8 回、参加者 205 人

認知症の人の家族のつ

どい 

認知症の人を介護している家族を支える場としてつ

どいを開催 
2 回、参加者 26 人

多職種連携研修会 

認知症の人本人と家族を多職種で支援する体制構築

と強化を目的に、市内の医療・福祉関係者、民生委員

等を対象とした研修会を開催。 

1 回 参加者 16 人

 

 ○生活支援サービスの体制整備                         （単位：回） 

種類 会議内容 
開 催 

回 数 

第１層 

（市１ケ所） 

○情報共有と連携 

第 2 層協議体の意見・課題をまとめ内容を共有し連携を図る。 

○啓発活動 

〇高齢者の生きがい活動交流・意見交換会の開催（1 回） 

2

第２層 

（地域 13 カ所） 

令和 4 年度の各地域の目標に対する具体的な取り組みについて

継続して検討。 

※地域自治区ケア推進会議と兼ねて開催 

26
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 〇地域ケア会議                                （単位：回） 

 事 業 内 容 
開 催

回 数

① 地域ケア個別会議 

個別ケースについて多職種が多方面から検討を行い、個別ケースの

課題解決を支援。関係者間の連携強化と専門職の質の向上を図る。

令和２年度より福祉連携会議のケース検討も含める 

138

② 
地域自治区ケア推

進会議（13 地域） 

個別ケースの背景にある地域課題と地域福祉懇談会で出された地域

課題について、関係機関と地域の代表者の方々と一緒に課題解決に

向けて検討 

26

③ 
市地域ケア推進会

議（運営協議会） 

上記会議で出された地域課題の情報共有と地域課題を元に政策形成

に向けて検討 

1

 

④ 任意事業 

地域に密着したサービスを展開し、地域の特性・実情にきめ細かく対応したサービスの充実を図

っています。 

 

 ○家族介護支援事業 

 事業 内容 実施数 

① 

おしゃべりパートナー

事業 

  

独居・日中独居等にて地域社会との関わりが少ない

高齢者の話し相手として回想法の手法を使用した訪

問事業を実施（安否確認・孤独感の軽減・認知症・虐

待等の早期発見） 

延べ 16 人

② 
認知症高齢者見守り事

業  

認知症高齢者の見守り体制の 1 つとして、位置探索 

端末機の貸し出しを実施 
利用者延べ 24 人

③ 
介護用品の購入費助成

事業 

詳細は、「（３） 高齢者等生活支援事業」「１．高齢者等生活支援事業」

「③介護用品の購入費助成事業」 

④ 家族介護者支援事業 

高齢者を介護している介護者が、一時的に介護から

解放されて心身のリフレッシュを図り、介護者同士

の交流を深める目的で開催 

2 回

参加者 13 人
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 ○その他の事業 

 事 業 内 容 実施数 

① 
成年後見制度利用支援

事業  

低所得者に成年後見制度の申立て費用等を助成。 

（後見人等の報酬の助成 11 件） 
11 件

② 
認知症サポーター養成

講座  

認知症に対する地域での理解と早期対応の知識普及

のために、地域住民、職域、学校、広域の団体など対

象に養成。 

受講者 177 人

（延べ受講者数

6,525 人）

③ 
あんしん見守り登録事

業 

認知症等で行方不明になる恐れのある方を登録し

「QR コード付きの見守りシール」や「個人賠償責任

保険加入」により、認知症のご本人やご家族を支える 

登録者数 

8 人

④ 
緊急通報システム整備

事業 

一人暮らしの高齢者が、自宅で急病や事故など救急

の際、救急ボタンを押すことにより、消防署に直接通

報できる機器を設置（月一回委託業者から「お元気コ

ール」にて安否確認と状況の聞き取りを実施） 

登録実数 162 件

⑤ 
介護サービス相談員派

遣事業 

介護サービス相談員を特別養護老人ホーム、介護老

人保健施設、グループホーム、小規模多機能型居宅介

護施設に派遣し、サービス利用者の日常的な疑問、不

安の解消を図るためサービス事業者への代弁者とし

て実施。（新型コロナウイルス感染症拡大予防のため

施設側からの訪問中止希望あり） 

訪問施設数

2 施設

延べ面談者数

67 人
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（３） 高齢者等生活支援事業について 

 

１．高齢者等生活支援事業                          （単位：件） 

 

事業名 

 

 

サービスの主な内容 

 

サービスを使える方 

 

R4 年度

実績 

(延べ)

①  

寝具消毒サー

ビス事業 

 

・寝具類の衛生管理のための消毒乾燥

等のサービスを行います。自宅に消毒

乾燥車で伺いますので布団の持ち運

びは必要ありません。 

・1 ヶ月に 1 回 

・利用者負担：230 円／回 

 

おおむね 65 歳以上のひとり暮

らしの方、高齢者世帯、介護認定

者及び障がい者等で、寝具類の

乾燥ができない方。 

201 人

実施主体：シルバー人材センターへ委託 

②  

訪 問 理 容 ・ 

美容サービス

事業 

 

・訪問による理容・美容サービスを提

供します。 

・1 ヶ月に 1 回 

利用者負担：理容 1,500 円／回 

      美容 2,000 円／回 

 

おおむね 65 歳以上のひとり暮

らしの方、高齢者世帯、介護認定

者及び障がい者等で、一般の理

容・美容サービスを利用するこ

とが困難な方。 

45 人

実施主体：岐阜県理容生活衛生同業組合恵那支部へ委託 

：岐阜県美容業生活衛生同業組合恵那支部へ委託 

③  

介護用品の購

入費助成事業 

 

・在宅で介護を必要とする高齢者の介

護者に対して、介護用品購入費用の一

部を助成します。 

（例：おむつ、パッドなど） 

※ただし、購入には事前に購入券を受

け取る必要があります。（月ごとに申

請が必要です。） 

購入額 7,000 円を上限として、購入額

の９割を助成します。 

介護保険の要介護度が４・５で

市民税非課税世帯。 

（前年の課税状況により判定し

ます） 

市民税非課税世帯のうち要介護

度が３で介護保険の主治医意見

書が次の①②の両方に該当する

方。 

 ①障害高齢者の日常生活自立

度（寝たきり度）がランク B・ラ

ンク C のいずれかに該当するこ

と。 

 ②「尿失禁」の項目に該当する

こと 

184 人

実施主体：高齢福祉課 
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事業名 

 

 

サービスの主な内容 

 

サービスを使える方 

 

R4 年度 

実績 

(延べ) 

④  

高齢者短期入

所事業 

 

介護者が、急病もしくは葬儀等により

他に介護者がいない場合や、日常生活

において生活習慣の相談・指導が必要

な方に対して、養護老人ホーム恵光園

で一時宿泊することができます。 

 

介護保険で対応できない、おお

むね 65 歳以上の方で一時的な

宿泊が必要な方。 
1,081 人

実施主体：養護老人ホーム恵光園へ委託     

⑤  

高齢者いきい

き住宅改善助

成事業 

 

・高齢者向け住宅改修に対する助成を

行います。 

（浴室、居室、トイレ、段差解消、手

すりの設置等）助成額は 40 万円。 

※助成額 40 万円は介護保険の住宅改

修費を含む。 

 

次の①②の両方に該当する方 

①介護認定を受けており、住宅

改修が必要な方。 

②世帯の生計中心者の前年所

得税額が 70,000 円以下の方 

※増築・新築は対象となりませ

ん。 

0 人

実施主体：高齢福祉課 

２．敬老事業 

事業名 主な内容 対象者 

恵那市長寿祝

金品支給 

 

多年にわたり、地域社会の発展向上に

貢献された長寿者に対し、祝金を贈る

とともに、家族の労をねぎらうことに

より、市民の敬老精神の高揚と老人福

祉に寄与するもの。 

・祝金  ：1 万円 

・支給時期：100 歳年齢に達した日 

      101 歳以上 

      敬老週間 

・年齢 100 歳以上の者。 

（R4 年実績） 

100 歳   39 人 

101 歳以上 61 人 

（現状・課題・今後の方向性） 

 介護用品の購入費助成事業については、地域支援事業による任意事業として実施してきました。

しかし、令和 2 年 1 月 9 日付け厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課事務連絡「任意事業

における介護用品の支給に係る事業の取扱いについて」では、任意事業として適用されるのは、令

和 5 年度までとされているため、令和 6 年度以降の財源については一般財源で対応していく必要が

あります。 
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第8期介護保険事業計画の取組と目標に関する評価について

区分 現状と課題 第8期における具体的な取組 目標（事業内容、指標等） 実施内容

自己評価
◎：80％以上
〇：60～79％
△：30～59％
✕：29％以下

課題と対応策

①自立支援・
介護予防・重
度化防止

本市は、高齢化の進行が早く、すでに後期高
齢者数が前期高齢者数を上回っており、2025
年には高齢者人口も減少段階に入ることが予
想され、迅速な対応が求められている。
アンケート調査では、加齢による身体の老化
が原因で介護が必要な状態であることが伺え
る。
趣味や生きがいをもって充実した生活が送る
ことができるよう、重度化防止のための介護
予防事業や健康づくりを一層推進し、元気な
高齢者の増加につなげることが重要である。

介護予防サポーター事業の推
進

①介護予防サポーター養成講座
の開催
　　R1：40人　R2：40人　R3：
20人　R4：20人

②介護予防活動支援の実施

①介護予防サポーター養成講座
　　1講座150分×6回を年1回開催
　　R4実績：7人
②介護予防活動支援
　　連絡会・勉強会の開催　4回/
年
　　R4実績：35人
　　リーダー養成講座の開催　10
回/年
　　R4実績：5人

△

①介護予防サポーター養成講座
新型コロナウイルス感染症の影響により、受講者数
は目標より低い値となったが、感染症対策等を実施
して養成講座を開催することで、受講者を募ること
ができた。
②介護予防活動支援
連絡会等は、定期的に開催できるよう継続してい
く。講座修了後における集いの場の立ち上げ数が増
加する内容も含めた支援を検討する必要がある。

②給付適正化 縦覧点検・医療情報との突合は、
国保連合会に委託しており、サービスの整合
性を図っている。

縦覧点検・医療情報との突合 ①縦覧点検
　　R1：1,000　R2：1,000
R3：1,000　R4：1,000

②医療情報との突合
　　R1：1,200　R2：1,200
R3：1,200　R4：1,200

①縦覧点検
　　委託により全件

②医療情報との突合
　　委託により全件

◎

縦覧点検及び医療情報との突合は、国保連合会の委
託による点検がもっとも効果がある思われるため、
今後も委託による点検を継続する。

②給付適正化 認定調査状況チェックは、本市だけでなく、
認定審査会事務局においても、引き続き書面
によるチェックを全件実施し、
必要に応じて聞き取り、再び訪問調査を行い
適切な認定調査を継続させる必要がある。

要介護認定の適正化 ①書面チェック
　　R1：1,500　R2：1,500
R3：1,500　R4：1,500

②訪問チェック
　　R1：5　R2：5　R3：5　R4：
5

①書面チェック
　　R4：2,789

②訪問チェック
　　R4：11

◎

公平公正で客観的かつ適切な調査が維持できるよ
う、令和２年度より直営について定期的に調査同行
するようにした。書面チェックの全件実施は引き続
き適切な認定調査が実施できるよう継続していく。

②給付適正化 ケアプラン点検の実施には、
地域包括支援センターの主任ケアマネー
ジャーの協力を得ながら、書面と訪問による
チェックを行っている。チェックには専門的
な知識が必要とされることや、給付適正化シ
ステムを活用して、不適正な報酬算定等を改
めるよう指導・助言も必要である。

介護サービス提供体制の適正
化
（ケアプラン点検）

①書面チェック
　　R1：50　R2：50　R3：25
R4：25

②訪問チェック
　　R1：20　R2：20　R3：10
R4：10

①書面チェック
　　R4：9

②訪問チェック
　　R4：3

△

介護サービスを適切に提供することで、介護保険制
度の信頼性を高めるとともに、将来にわたり、持続
可能な制度となるため、引き続きケアプランチェッ
クの充実を図る。また、訪問チェックの減少につい
ては新型コロナウイルス感染症によるものだが、事
業所とも調整を取り、可能な限り点検に務めた。

②給付適正化 住宅改修の内容が自立支援につながるもの
か、適正な内容かという視点から書面による
事前審査を行い、必要に応じて現地確認を
行っている。福祉用具購入・貸与はケアマ
ネージャーが調査を実施し、必要性や利用状
況を確認していると伴に、システムを活用し
た点検も行っている。住宅改修・福祉用具の
利用者等が増加傾向にあるため、迅速かつ効
率的に点検を行う必要がある。

住宅改修等の点検 ①住宅改修の点検
　　R1：180　R2：180　R3：180
R4：180

②福祉用具購入・貸与調査
　　R1：90　R2：90　R3：90
R4：90

①住宅改修の点検
　　R4：160

②福祉用具購入・貸与調査
　　R4：219

◎

建築事業者を対象とした研修の実施や必要に応じて
１級建築士が同行した現場確認も行っていることや
事業者からの事前相談等もあり、適正な給付につな
がっているので、現在の点検が継続できるよう努め
る。福祉用具には、主任ケアマネージャーによる調
査も行っているので、現点検体制が継続できるよう
務める。

第8期介護保険事業計画に記載の内容 令和4年度（年度末実績）
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